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プロジェクト 2100 推進法案
　第一章　総則（第一条―第十四条）
　第二章　プロジェクト 2100 戦略
　　　　　（第十五条―第十六条）
　第三章　基本的施策
　　　　　（第十七条―第三十六条）
　第四章　国家将来戦略会議
　　　　　（第三十七条―第四十六条）
第一章　総則
（目的）
第一条 　この法律は、我が国が、二十二
世紀まで生きる国民が出生している現状
において、枯渇性資源への依存からの脱
却、人口の長期的な減少への対応、地球
温暖化にともなう異常な気象への対応そ
の他の当該国民の生涯にわたる時間的な
視野で対応しなければならない課題（以
下「次世紀的課題」という。）に直面し
ていることに鑑み、次世紀的課題に適正
に対応するための施策に関し、基本理念
を定め、国の責務等を明らかにするとと
もに、次世紀的課題に適正に対応するた
めの施策（以下「プロジェクト 2100」
という。）の基本的事項等について定め
ることにより、プロジェクト 2100 を総
合的かつ計画的に推進し、もって現在及
び将来の国民の生活の向上及び経済社会
の発展に寄与するとともに、世界の平和
及び人類の福祉の向上に貢献することを
目的とする。
（定義）
第二条　この法律において「再生可能資源」
とは、農林漁業の健全な発展と調和のと
れた再生可能エネルギー電気の発電の促
進に関する法律（平成二十五年十一月
【資料】
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――（法案作成講座第 11 期：2015 年 12 月）
　2004 年から、毎年秋に、一つのテーマを決めて法案を作成する自主講座「法案作成講座」
を開催してきた。11 年目の 2015 年には、「プロジェクト 2100 推進法案」を作成した。「プ
ロジェクト 2100」とは、22 世紀まで生きる国民の生涯にわたる時間的視野で対応しなけれ
ばならない課題（次世代的課題）に適正に対処するための施策を指す。この背景には、2014
年に出生した日本女性の平均寿命が 86.83 歳となったことにある（2015 年 7 月 30 日厚生労
働省発表）。つまり、2014 年生まれの女の子は平均して 22 世紀を生きるという見込みになっ
ているのである。エネルギー転換、人口減少への対応、脱温暖化など、2100 年まで視野に
おいて進めるべき課題も山積している。しかるに、エネルギー基本計画に典型的に見られる
ように、今の政治は、短期的なコストを最優先にして意思決定を行っているようにみえる。
このため、長期的な施策の基本法的な法案を作成したものである。講座は、キャンパスイノ
ベーションセンター東京で、11 月 20 日、27 日、12 月 4 日、11 日の 18:30-21:00 に開かれた。
参加者は、一部参加を含め、約 18 名であった。 （倉阪秀史）
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二十二日法律第八十一号）第三条第一項
各号に掲げられる再生可能エネルギー及
び当該エネルギーによって永続的に供給
されることができると認められる資源を
いう。
２　この法律において「枯渇性資源」とは、
再生可能資源以外の資源をいう。
（二十二世紀まで生きる国民の平和で心豊
かな生活の確保）
第三条　プロジェクト 2100 は、二十二世
紀まで生きる国民が生涯にわたって平和
で心豊かに生活できるよう、適切に行わ
れなければならない。
（枯渇性資源から再生可能資源への転換）
第四条　プロジェクト 2100 は、枯渇性資
源の利用可能性が低下していくことにか
んがみ、枯渇性資源から再生可能資源へ
の転換を進めるように適切に行われなけ
ればならない。
２　プロジェクト 2100 は、再生可能資源
の供給が自然的条件によって変動するも
のであることにかんがみ、再生可能資源
によって資源の需要を安定的に満たすよ
うに適切に行われなければならない。
（人口減少下における国土の均衡ある発展）
第五条　プロジェクト 2100 は、我が国の
人口が長期的に減少していくことにかん
がみ、人口が減少した状態にあっても国
土の均衡ある発展を図るように適切に行
われなければならない。
２　プロジェクト 2100 は、人口が減少し
た社会においては土地の利用を再編する
ことが不可欠であることにかんがみ、立
地の条件に応じた土地の利用が進められ
るように適切に行われなければならない。
３　プロジェクト 2100 は、現存する建造
物の耐用年数が経過した後に、人口の規
模に応じて都市機能の集約が図られた市
街地を実現するように適切に行われなけ
ればならない。
４　プロジェクト 2100 は、再生可能資源
の活用により、再生可能資源が生み出さ
れる区域における人口が将来にわたって
安定的に確保されるように適切に行われ
なければならない。
５　プロジェクト 2100 は、都市機能の集
約が図られた市街地や再生可能資源が生
み出される区域の間を環境への負荷の少
ない交通手段で結ぶように適切に行われ
なければならない。
（地球温暖化対策の推進と地球温暖化への
適応）
第六条　プロジェクト 2100 は、2100 年
に我が国が温室効果ガスを総体として排
出しない状態にするように適切に行われ
なければならない。
２　プロジェクト 2100 は、2100 年までに
予想される地球全体としての温度の上昇
とそれにともなう気候の変動に適応でき
るように適切に行われなければならない。
（再生可能資源を活用する産業を基盤とし
た経済発展）
第七条　プロジェクト 2100 は、我が国の
経済が、再生可能資源を活用する産業を
基盤として発展するように適切に行われ
なければならない。
２　プロジェクト 2100 は、森林資源及び
漁業資源をはじめとする次世代的課題の
時間的視野で育成しなければならない再
生可能資源を計画的に育成するよう適切
に行われなければならない。
（将来世代の意見と科学的知見の反映）
第八条　プロジェクト 2100 は、将来の我
が国を支える国民の意見を反映させるよ
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うに適切に行われなければならない。
２　プロジェクト 2100 は、将来の自然条
件などに関する科学的知見の充実の下に、
それを適切に反映させるように行われな
ければならない。
（再生可能資源を活用する技術を通じた人
類の福祉への貢献）
第九条　プロジェクト 2100 は、再生可能
エネルギーをはじめとする再生可能資源
の活用がその地域の自立した生活の確保
につながることにかんがみ、再生可能資
源を活用する技術を世界に広めることを
通じて、枯渇性資源を巡る紛争を防止し、
世界の平和の実現に貢献できるように適
切に行われなければならない。
（地方公共団体の責務）
第十条 　地方公共団体は、前七条の基本
理念（以下「基本理念」という。）にのっ
とり、プロジェクト 2100 に関し、国及
び他の地方公共団体との連携を図りつつ、
自主的かつ主体的に、その地域の特性に
応じた施策を策定し、及び実施する責務
を有する。
（国の責務）
第十一条 　国は、基本理念にのっとり、
地方公共団体の施策を支援し、補完する
立場で、プロジェクト 2100 を広域的に
策定し、及び実施する責務を有する。
（事業者の責務）
第十二条 　事業者は、基本理念にのっと
り、その事業活動に際しては、再生可能
資源を適正な活用に努めるとともに、地
方公共団体又は国が実施するプロジェク
ト 2100 に協力する責務を有する。
（国民の責務）
第十三条 　国民は、地方公共団体又は国
が実施するプロジェクト 2100 に協力す
るよう努めなければならない。
（法制上の措置等）
第十四条 　政府は、この法律の目的を達成
するため、必要な法制上又は財政上の措
置その他の措置を講じなければならない。
第二章　プロジェクト 2100 戦略
（プロジェクト 2100 国家戦略）
第十五条 　政府は、プロジェクト 2100 の
総合的かつ計画的な推進を図るため、プ
ロジェクト 2100 に関する広域的な計画
（以下「プロジェクト 2100 国家戦略」
という。）を定めなければならない。
２ 　プロジェクト 2100 国家戦略は、次に
掲げる事項について定めるものとする。
一 　プロジェクト 2100 についての基本
的な方針
二 　プロジェクト 2100 に関し、地方公
共団体が計画的に講ずべき施策
三　 プロジェクト 2100 に関し、政府が
地方公共団体を支援し、補完するため
に講ずべき施策
四 　前三号に掲げるもののほか、プロ
ジェクト 2100 を総合的かつ計画的に
推進するために必要な事項
３ 　内閣総理大臣は、プロジェクト 2100
国家戦略の案を作成し、閣議の決定を求
めなければならない。
４　 内閣総理大臣は、前項の規定により
プロジェクト 2100 国家戦略の案を作成
しようとするときは、あらかじめ、イン
ターネットの利用その他の内閣府令で定
める方法により、国民の意見及び地方公
共団体の意見を反映させるために必要な
措置を講ずるとともに、関係行政機関の
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長に協議しなければならない。
５ 　内閣総理大臣は、第三項の規定によ
る閣議の決定があったときは、遅滞なく、
プロジェクト 2100 国家戦略を公表しな
ければならない。
６ 　政府は、プロジェクト 2100 の効果に
関する評価を踏まえ、おおむね五年ごと
に、プロジェクト 2100 国家戦略の見直
しを行い、必要な変更を加えるものとする。
７ 　第三項乃至第五項の規定は、プロジェ
クト 2100 国家戦略の変更について準用
する。
８ 　政府は、プロジェクト 2100 国家戦略
について、その実施に要する経費に関し
必要な資金の確保を図るため、毎年度、
国の財政の許す範囲内で、これを予算に
計上する等その円滑な実施に必要な措置
を講ずるよう努めなければならない。
（プロジェクト 2100 地方戦略）
第十六条　都道府県又は市町村は、プロ
ジェクト 2100 国家戦略を勘案して、プ
ロジェクト 2100 の総合的かつ計画的な
推進を図るため、当該都道府県又は市町
村の区域におけるプロジェクト 2100 の
推進に関する基本的な計画（以下「プロ
ジェクト 2100 地方戦略」という。）を
定めるよう努めなければならない。
２ 　プロジェクト 2100 地方戦略は、おお
むね次に掲げる事項について定めるもの
とする。
一　当該都道府県又は市町村の区域にお
けるプロジェクト 2100 についての基
本的な方針
二　当該都道府県又は市町村の区域にお
いて、再生可能資源を将来にわたって
安定的に利用できるようにするための
方針
三　当該都道府県又は市町村の区域にお
いて、再生可能資源を長期的に育成す
るための方針
四　当該都道府県又は市町村の区域にお
いて、現存する建造物の耐用年数が経
過した後に、人口の規模に応じて適切
に都市機能の集約が図られた市街地が
実現するようにするための方針
五 　前四号に掲げるもののほか、当該
都道府県又は市町村の区域におけるプ
ロジェクト 2100 を総合的かつ計画的
に実施するために必要な事項
３ 　都道府県又は市町村は、プロジェク
ト 2100 地方戦略を定め、又は変更した
ときは、遅滞なく、これを公表するもの
とする。
第三章　基本的施策
第一節　地方公共団体の施策
（地域の再生可能資源の利用の促進）
第十七条　地方公共団体は、再生可能資源
の供給量を向上させるため、当該地方公
共団体の区域における再生可能資源の供
給可能性を把握するとともに、当該再生
可能資源を将来にわたって安定的に利用
できるようにするための個別の計画の策
定、再生可能資源を利用するための社会
資本の整備その他の必要な施策を講ずる
ものとする。
２　前項の資源の利用に当たっては、地域
住民の主体的な参画が図られなければな
らない。
（再生可能資源を計画的に育成するための
施策）
第十八条　地方公共団体は、森林資源その
他の当該地方公共団体の区域における再
生可能資源が計画的に育成されるように、
再生可能資源にかかる長期的な資源育成
計画の策定、農地、林地、漁場その他の
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計画的な育成その他の必要な施策を講ず
るものとする。
（資源供給に応じた需要の管理の推進）
第十九条　地方公共団体は、再生可能資源
によって安定的に地域の資源の需要を充
足させるため、地域における資源の効率
的な利用の促進、再生可能資源の供給に
応じた需要の管理の促進その他の必要な
施策を講ずるものとする。
（自律分散的な資源供給の促進）
第二十条　地方公共団体は、地域において
得られる再生可能資源によって地域の資
源の需要の多くを充足する形で行う資源
供給（以下「自律分散的な資源供給」と
いう。）を促進するため、当該建造物に
附帯する再生可能エネルギーの供給設備
によって当該建造物におけるエネルギー
の需要を充足することができる建造物の
拡大、再生可能資源による資源の供給を
計画的に行う土地の区域の拡大その他の
必要な施策を講ずるものとする。
（コンパクトシティの実現）
第二十一条　地方公共団体は、現存する建
造物の耐用年数が経過した後に、人口の
規模に応じて適切に都市機能の集約が図
られた市街地（以下「コンパクトシティ」
という。）を実現させるため、市街地に
かかる長期的な土地利用計画の策定、コ
ンパクトシティでの居住を適切に誘導す
るための措置その他の必要な施策を講ず
るものとする。
（再生可能資源が生み出される区域での人
口の確保）
第二十二条　地方公共団体は、農地、林地
その他の再生可能資源が生み出される区
域を適正に維持するための人口が将来に
わたって安定的に確保されるように、当
該区域における再生可能資源を活用する
仕事への就業の機会の創出その他の必要
な施策を講ずるものとする。
（再生可能エネルギーによって動く交通手
段の導入）
第二十三条　地方公共団体は、コンパクト
シティ、再生可能資源が生み出される区
域をはじめとする居住区域が、将来的に
再生可能エネルギーによって動く交通手
段によって結ばれるように、公共交通機
関の確保、再生可能エネルギーによって
動く交通手段の導入の促進その他の必要
な施策を講ずるものとする。
（再生可能資源を活用する事業に対する金
融上又は財政上の措置）
第二十四条　地方公共団体は、地域住民に
よる再生可能資源を活用する事業が円滑
に促進されるように、当該事業に対する
適正な信用の供与、保険の引受け、利子
の補給その他の金融上又は財政上の措置
を講ずるよう努めるものとする。
（再生可能資源を活用する事業に対する税
制上の措置）
第二十五条　地方公共団体は、地域住民に
よる再生可能資源を活用する事業が円滑
に促進されるように、当該事業に関する
税負担を軽減するための措置等必要な税
制上の措置を講ずるよう努めるものとする。
第二節　国の施策
（地方公共団体の施策を支援するための措置）
第二十六条　国は、プロジェクト 2100 の
推進に関する前節に定める地方公共団体
の施策を支援するために必要な法制上、
財政上、税制上又は金融上の措置その他
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の措置を講じなければならない。
（自律分散的な資源供給を補完するための
広域的な資源供給のネットワークの構築）
第二十七条　国は、自律分散的な資源供給
を促進するため、地域における自律分散
的な資源供給を補完するための広域的な
資源供給のネットワークが構築されるよ
うに必要な施策を講ずるものとする。
（枯渇性資源に依存する資源の供給からの
転換の促進）
第二十八条　国は、化石燃料、ウランその
他の枯渇性資源に依存する資源の供給か
ら再生可能資源を基盤とする資源の供給
に可能な限り円滑に転換が図られるよう
に必要な施策を講ずるものとする。
２　国は、原子力発電から計画的に撤退す
るために必要な施策を講ずるものとする。
（次世代的課題に関する教育の推進等）
第二十九条　国は、国民が次世代的課題の
解決の重要性についての理解と関心を深
めるよう、次世代的課題に関し、学校教
育及び社会教育における教育の推進、普
及啓発等のために必要な措置を講ずるも
のとする。
（民間団体等の自発的な活動を促進するた
めの措置）
第三十条　国は、事業者、国民又はこれら
の者の組織する民間の団体が自発的に行
う、次世代的課題の解決に関する活動が
促進されるように、必要な措置を講ずる
ものとする。
（プロジェクト 2100 の策定に必要な調査
の実施）
第三十一条　国は、プロジェクト 2100 を
適正に策定し、及び実施するため次世代
的課題に関する調査の実施及び調査に必
要な体制の整備その他の必要な措置を講
ずるものとする。
（次世代的課題の解決に資する科学技術の
振興）
第三十二条　国は、再生可能資源を安定的
かつ永続的に活用するための方法の開発
に関する科学技術その他の次世代的課題
の解決に資する科学技術の振興を図るも
のとする。
２　国は、前項の科学技術の振興を図るた
め、試験研究の体制の整備、研究開発の
推進及びその成果の普及、研究者の養成
その他の必要な措置を講ずるものとする。
（自律分散的な資源供給の拡大による平和
の実現）
第三十三条　国は、自律分散的な資源供給
の拡大を通じて、我が国の安全保障の確
保に努めるとともに、枯渇性資源を巡る国
際的な紛争の防止に寄与するものとする。
（再生可能資源の利用技術の輸出振興）
第三十四条　国は、自律分散的な資源供給
の拡大による人類の福祉の増大に資する
ため、再生可能資源を安定的かつ永続的
に利用するための技術の輸出の振興に関
し必要な施策を積極的に行なうように努
めるものとする。
第三節　国及び地方公共団体の施策
（地球温暖化対策の推進と地球温暖化への
適応）
第三十五条　国及び地方公共団体は、2100
年に我が国が温室効果ガスを総体として
排出しない状態にするように、地球温暖
化を防止するために必要な施策を講ずる
ものとする。
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２　国及び地方公共団体は、2100 年までに
予想される地球全体としての温度の上昇
とそれにともなう気候の変動に適応でき
るように必要な施策を講ずるものとする。
（将来の世代の国民の参加の確保）
第三十六条　国及び地方公共団体は、プロ
ジェクト 2100 国家戦略又はプロジェク
ト 2100 地方戦略の案を作成するに当
たっては、将来の社会を支える国民の意
見を反映させるように努めなければなら
ない。
２　十歳に達した国民は、国及び地方公共
団体に対し、プロジェクト 2100 に関す
る意見を述べることができる。
３　国及び地方公共団体は、十歳に達した
国民が前項の意見を自主的に形成できる
よう、適切に教育上の措置を講ずるもの
とする。
第四章　国家将来戦略会議
（設置）
第三十七条　プロジェクト 2100 を集中的
かつ総合的に推進するため、内閣に、国
会将来戦略会議（以下「戦略会議」とい
う。）を置く。
（所掌事務）
第三十八条　戦略会議は、次に掲げる事務
をつかさどる。
一　プロジェクト 2100 国家戦略の案の
作成及び実施の推進に関すること。
二　関係行政機関がプロジェクト 2100
国家戦略に基づいて実施する施策の総
合調整に関すること。
三　前二号に掲げるもののほか、プロ
ジェクト 2100 で重要なものの企画及
び立案並びに総合調整に関すること。
（組織）
第三十九条　戦略会議は、国家将来戦略会
議議長、国家将来戦略会議副議長及び国
家将来戦略会議委員をもって組織する。
（国家将来戦略会議議長）
第四十条　戦略会議の長は、国家将来戦略
会議議長（以下「議長」という。）とし、
内閣総理大臣をもって充てる。
２　議長は、戦略会議の事務を総括し、所
部の職員を指揮監督する。
（国家将来戦略会議副議長）
第四十一条　戦略会議に、国家将来戦略会
議副議長（以下「副議長」という。）を
置き、内閣官房長官及びプロジェクト
2100 担当大臣（内閣総理大臣の命を受
けて、プロジェクト 2100 の集中的かつ
総合的な推進に関し内閣総理大臣を助け
ることをその職務とする国務大臣をい
う。）をもって充てる。
２　副議長は、議長の職務を助ける。
（国会将来戦略会議委員）
第四十二条　戦略会議に、国会将来戦略会
議委員（以下「委員」という。）を置く。
２　委員は、議長及び副議長以外の全ての
国務大臣をもって充てる。
（資料の提出その他の協力）
第四十三条　戦略会議は、その所掌事務を
遂行するため必要があると認めるときは、
関係行政機関、地方公共団体、独立行政
法人（独立行政法人通則法 （平成十一年
法律第百三号）第二条第一項 に規定す
る独立行政法人をいう。）及び地方独立
行政法人（地方独立行政法人法 （平成
十五年法律第百十八号）第二条第一項 
に規定する地方独立行政法人をいう。）
の長並びに特殊法人（法律により直接に
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設立された法人又は特別の法律により特
別の設立行為をもって設立された法人で
あって、総務省設置法 （平成十一年法律
第九十一号）第四条第十五号 の規定の
適用を受けるものをいう。）の代表者に
対して、資料の提出、意見の表明、説明
その他必要な協力を求めることができる。
２　戦略会議は、その所掌事務を遂行する
ために特に必要があると認めるときは、
前項に規定する者以外の者に対しても、
必要な協力を依頼することができる。
（事務）
第四十四条　戦略会議に関する事務は、内
閣官房において処理し、命を受けて内閣
官房副長官補が掌理する。
（主任の大臣）
第四十五条　戦略会議に係る事項について
は、内閣法 （昭和二十二年法律第五号）
にいう主任の大臣は、内閣総理大臣とする。
（政令への委任）
第四十六条 　この法律に定めるもののほ
か、戦略会議に関し必要な事項は、政令
で定める。
